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市長定例記者会見

横浜駅周辺地区の防災対策について

～駅周辺施設と連携したデジタルサイネージを
活用した災害時の情報発信を開始～
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□ 取組の背景

滞留者、帰宅困難者等の安全確保を図る必要性が顕在化

災害時に公共交通機関の運休により帰宅できない人が駅に集中して駅周辺が混乱

東日本大震災時の横浜駅周辺の様子（平成23年３月11日）
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□ 横浜駅周辺の帰宅困難者対策に向けて

【これまでの主な取組】

〇 横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画の

策定（平成26年）

〇 横浜駅周辺地区防災ガイドラインの作成

（令和2年）

〇 横浜駅周辺総合防災センター設置

（JR横浜タワー内）(令和2年)

〇 震災想定訓練の実施（年２回：約２０回）

総合防災センターでの訓練の様子

東日本大震災を契機に、幅広いステークホルダーが連携して、
災害時の帰宅困難者の安全確保に向けた検討を開始

大規模商業
施設事業者

自治会 行政機関等

横浜駅周辺の帰宅困難者対策

鉄道事業者



3

□ 災害時の安全確保に向けた取組

POINT

01

POINT

04

帰宅困難者を
減らすために

POINT

02
帰宅困難者が安心
して過ごすために

POINT

0３
避難先や避難経路
を周知するために

勤務先に留まってくれる人を増やす
（一斉帰宅抑制を事業者に周知)

帰宅困難者を受入れてくれる場所を増やす

(帰宅困難者一時滞在施設の協定締結)

ポスター、避難マップによる啓発

防災啓発ポスター
（横浜駅みなみ通路）

発災後の行動を
支援する情報の提供

デジタルサイネージを活用した情報発信

本日（7/19）から、運用開始



□ デジタルサイネージの運用方法

〇発信する場所 １４２箇所
〇発信する内容 １３枚のサイネージ×４か国語
〇発信する方法 発信場所の状況に応じて発信
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横浜市防災情報横浜市防災情報
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□ 発災時の情報発信イメージ（地震発生時）

フェーズ０ フェーズ２（ 30分後～翌朝）

身の回りの危険からの
安全確保に関するメッセージ

施設の係員に従って行動する
メッセージ

一斉帰宅抑制に関する
メッセージ

安否確認手段の周知

近隣の一時避難場所の位置 一時滞在施設の周知

緊急地震速報の周知

フェーズ１（発災～30分後）

〇市内に震度５強以上の地震が発生した際

横浜市防災情報

横浜市防災情報



□ 発災時の情報発信イメージ（地震発生時 津波あり）

フェーズ０ フェーズ２（津波警報等解除～翌朝）

津波避難場所への
避難に関するメッセージ

一斉帰宅抑制に関する
メッセージ

安否確認手段の周知一時滞在施設の周知

緊急地震速報の周知

フェーズ１
（津波警報等解除まで）
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〇東京湾内湾に津波注意報、警報、大津波警報が発令された際
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□ デジタルサイネージ活用箇所（ ９事業者、142箇所 ）

そごう

高島屋 横浜駅

凡例
地下
地上

〇株式会社JR東日本ビルディング

JR横浜タワー

〇株式会社相鉄ビルマネジメント

相鉄ジョイナス

〇相鉄ホテル株式会社
横浜ベイシェラトンホテル＆タワーズ

〇東京建物株式会社
横浜ファーストビル

〇三井不動産株式会社
横浜三井ビルディング

〇横浜シティ・エア・ターミナル
YCAT

〇横浜新都市センター株式会社
横浜ポルタ

〇株式会社横浜ステーシヨンビル
CIAL

〇株式会社ルミネ
NEWoMan

覚書締結事業者



□ デジタルサイネージ情報発信イメージ例

8横浜ポルタ NEWoMan相鉄ジョイナス



□ 平時におけるデジタルサイネージを活用した防災啓発動画
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